
（様式第１号） 
 

 

福島県緊急雇用創出基金事業（子育て支援関係団体データベース作成業務） 

企       画       提       案       書 

 
団体所在地 
団体名 
代表者名         印 

 
 
１ 雇用創出にかかる事項 
（１）人件費率及び新規雇用の失業者の割合 
  ア人件費率 
   全体事業費（ａ）            円 
   うち、人件費（ｂ）           円 
   人件費率（ｂ／ａ）           パーセント（要件：７割以上） 
イ新規雇用の失業者の割合 

   事業に従事する労働者の数（Ａ）     人 
   新規雇用の失業者の数（Ｂ）       人 
   新規雇用の失業者の割合（Ｂ／Ａ）    パーセント（要件：４分の３以上） 
（２）新規雇用の失業者の待遇 
   給与積算根拠 
 
 
 
   １月当たり勤務日数 
 
 
 
   福利厚生（法定の待遇を遵守すること） 
 
 
 
   新規雇用者の退職後のための就職支援体制 
 
 
 
（３）労働者の能力向上支援 
   業務に係る能力開発策（ＯＪＴ） 
 
 
 
 
２ 経費節減にかかる事項 
（１）全体事業費               円 
（２）人件費以外の節減策 
 
 
 
 
 
 
 



（３）団体の業務との相乗効果（経費節減面） 
   団体で現在行っている業務との相乗効果 
   （執務室を団体事務所内に置き、経費を節減する等） 
 
 
 
３ 実施体制にかかる事項 
（１）団体の業務との相乗効果（実施体制面） 
 

 

 

（２）実施計画（タイムスケジュール） 

   １か月目 

 

 

 

   ２か月目 

 

 

 

   ３か月目 

 

 

 
   ４か月目 
 
 
 
   ５か月目 
 
 
 
   ６か月目 
 
 
 
   ７か月目 
 
 
 
   ８か月目 
 
 
 
   ９か月目 
 
 
 
（３）執務室の状況 
   執務スペースの面積           平方メートル 
   連絡先事業所の住所 
   連絡先事業所の電話番号 
 
 



４ 実施内容にかかる事項 
（１）調査票案、公開用ホームページ案の企画内容（概要説明） 
 
 
 
（２）コラム作成の企画内容 
 
 
 
（３）「みなくる」掲載団体以外の団体を把握、掲載する工夫 
 
 
 
５ その他 
 
 
 



（様式第２号） 
 

 

福島県緊急雇用創出基金事業（子育て支援関係団体データベース作成業務） 

団    体    に    関    す    る    調    書 

 
団体所在地 
団体名 
代表者名         印 

 
 
１ 設立年月日   年 月 日 
 
２ 事業所名、所在地（本店等が福島市、二本松市、伊達市、本宮市、伊達郡、安達郡以外に

ある場合、当該地域にある事業所名、所在地を記載する。） 
 
 
 
３ 担当者職氏名 
 
 
４ 団体の目的と活動内容 
 
 
 
 
 
５ これまでの主な活動実績 
 
 
 
 
 
※複数団体が共同で応募する場合は、団体毎に作成すること。 


